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今日お伝えしたいこと

１．はじめに

２．災害ケースマネジメントの取り組み

３．現状の課題
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【住居支援・生活支援事業】
無料低額宿泊所・日常生活支援住
居施設事業・アフターケア
H18.4～【清掃活動】

クリーンボランティ
ア５３０（ゴミゼ
ロ）活動地域清掃活

動
H14.4～

【緊急支援】
一時避難所・シェルター
（自立準備ホーム含む）

H21.2～
女性シェルター

H23.4～

【居住支援法人ワン
ファミリー】

H30.11～

【地域生活定着
支援センター】

H22.2～

【居場所・フードバンク事業・
おみおくり事業】
伴走型絆構築センターサロン・
ド・アンファミーユ
「一家族の墓」

路上者・生活困窮者等の
生活支援・就労支援がベー

ス

【（障がい者）グループ
ホームワンファミリー事
業】 H28.12～

【（障がい者）相談
支援事業所ワンファ
ミリー事業】
H28.12～

【無料弁護士相談】
毎週金曜日午後

H21.５～

【災害ケース
マネジメント
普及啓発事
業】 R3.７～

H22.12～

ワンファミリー仙台の取り組みとPSCの取り組み

ワンファミリー仙台は、一言で言ってしまえば、ホームレスはじめ生活困窮者の支援団体
で、主に困窮者の状況に応じた住まいを提供することを得意とする団体。主な事業内容は以下の図の
とおり。赤字は被災者に特化した関係の事業を実施。

１．はじめに

【能登半島地震支援
事業】 R６.１～
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被災者支援からス
タートしたPSCが
生活困窮者自立支
援事業を実施して
いる宮城県内の地
域

4

１．はじめに ワンファミリー仙台の取り組みとPSCの取り組み
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5

ワンファミリー仙台の取り組みとPSCの取り組み

PSCは２０１１年３月３日に設立。被災者支援から被災者支援事業をスタートし、現在は生活困窮者の相談支援を中心に自立に向
けた支援事業を展開している団体。居住支援や就労支援を得意とする

市営住宅見守事業（仙台市建設公社）

熊本地震支援H28.4月

富谷市H28.10月

就労サポート

福祉サポート

H30.3月終了

Ｈ30.10月 西日本豪雨支援（岡山県）

H29.4月H23.3月 H28.4月H27.4月H26.4月H24.4月 H25.4月 H29.10月 H30.10月 H3１.４月 R６.4

八木山ハーブ街づくり事業六丁の目西町コミュニティ
H27.5月

H25.
7月

就労準備支援センター
「わあくしょっぷ」
（困窮者向け就労準備）

H27.7月：宮城県被災者転居支援センター
H28.10月：宮城県北部転居支援センター

安心見守り協働事業（伴走型生活支援事業）
（仮設住宅入居者への見守り・福祉的サポート）

H23.
6月

コミュニティ・ワークサロン「えんがわ」
（仮設住宅入居者向けの生きがい就労の場）

H23.
11月

就労支援相談センター
「わっくわあく」
（困被災者等向けの就労マッチング）

H24.
6月

総合相談センター「わんすてっぷ」
（困難被災者等向け生活相談）

H24.
10月

中間就労支援シニアと若者
ワークサロン「こらぼ」

H25.
11月

H26.
4月
仙
台
市
（
青
葉
区
）
・
宮
城
県

生
活
困
窮
者
自
立
促
進
支
援
モ
デ
ル
事
業

ト
ー
タ
ル
サ
ポ
ー
ト

生涯現役・生きがい就労支援センター
（65歳以上の高齢者の就労支援）

H26.
7月

トゥインクル多賀城H27.11月

名取市
すまいとくらしの再建支援センター

H29.4月

生活困窮者自立支援事業 H31.4月
・仙台市生活自立・仕事相談センター
・宮城県南部（仙台・仙南保福圏域 ）
・多賀城市 ・H31.4宮城県北部（東部・北部・気仙沼）

中間就労支援
「カフェ クオーネ」
（困窮被災者の就労訓練事業）

H24.
12月

H29.10月

就労移行支援

生活困窮者自立支援事業（仙台市/宮城県南部/多賀城市） H31.4 宮城県北部 H27.4月

H27.4月～：仙台市住まいと暮らしの再建サポートセンター H30.3月終了

H30.4月

H31.4月居住支援法人

H29.10月
宮城県東部転居

H29.3月終了

R３.７月
コロナ支援金事務セ
ンター

R４.４月
名取市困窮事
業

被災者支援事業

ＰＳＣの支援事業の全体像 （令和６年８月現在）

H30.3月終了
被災者支援事業

１．はじめに

被災者支援を経験し、わかったことは、仮設住宅から次の住まいを決めることができない世帯はの多くは困窮世帯や身寄りの少ない孤立・孤独の人、また家族
の意見がまとまらない世帯だった
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本事業はNPO法人ワンファミリー仙台(仙台市)、NPO法人YNF(福岡市)がコンソーシアムを組み、NPO法人ジャパ
ン・プラットフォームを配分団体として、休眠預金を活用し2021年より開始。一人ひとりが大事にされる災害復興法
をつくる会の協力により実行している。

事業の主たる目的としては、被災者一人ひとりの事情に合わせて支援を行う「災害ケースマネジメン
ト」のノウハウを南海トラフや首都直下地震などのリスクが懸念される地域や豪雨災害の多い九州地方
などに移転することで、災害時に被災者が孤立をし、生活再建が進まない世帯が生じることを防ぐ。
2021年の事業開始より、2023年9月までの間に徳島県、福岡県、愛媛県、香川県、宮崎県、三重県など地元の民間団体等をパート
ナーとして、研修事業を中心に開催している。

ジャパン・
プラットフォーム

ワンファミリー仙台

YNF

コンソーシアム

一人ひとりが大事に
される災害復興法を

つくる会

さいわい(徳島県)

宇和島NPOセンター
(愛媛県)

東北ボランティア
有志の会香川

(香川県)

宮崎文化本舗
(宮崎県)

伊勢市(三重県)

協力
助成・サポート

協力

災害ケースマネジメントの普及啓発事業

緊急支援（令和5年8月

～）

石川県珠洲市、秋田県
秋田市等でも支援を実
施。

２．災害ケースマネジメントの取り組み
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研修内容
●『災害ケースマネジメントって何？』講師：大阪公立大学准教授 菅野拓氏
●『災害ケースマネジメントのあらまし』講師:兵庫県弁護士会会長(当時) 津久井進 氏
●『東日本大震災時における仙台市の被災者生活再建プログラムの策定と実践について』
講師：仙台市健康福祉局障害福祉部長 西崎文雄氏

●『大規模災害があったときの生活再建を学ぶ』～被災者生活再建カードワークショップ～
講師：日本弁護士連合会災害復興委員会副委員長 永野海氏

●『台風19号被害における被災者支援の課題』講師:日本弁護士連合会災害復興支援委員会副
委員長、宮城県災害復興支援士業連絡会副会長、日本災害復興学会理事 宇都彰浩 氏
●『被災者を支援する支援者をサポートする中間支援の役割』 社会福祉士 真壁さおり氏
●「地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築について-重層的支援体制整備事業
を活用した平時から被災者支援の取組み-」講師:厚生労働省社会・援護局地域福祉課地域共生
社会推進室長 米田隆史氏
●「宇和島市における重層的支援体制整備を活用した被災者支援」講師:宇和島市高齢者福祉課
長兼地域包括支援センター所長 岩村正裕氏
●「フェーズフリー・災害ケースマネジメント・地域共生」の視点で地域づくりを考える
コーディネーター: 菅野拓氏(大阪公立大学准教授)
パネリスト: 新井大地氏(内閣府政策統括官(防災担当)付 参事官(避難生活担当)付参事官補佐)
パネリスト: 谷本友子氏(特定非営利活動法人宇和島 NPO センター代表理事)
パネリスト: 米田隆史氏(厚生労働省社会・援護局地域福祉課地域共生社会推進室長)
パネリスト: 岩村正裕氏(宇和島市高齢者福祉課長兼地域包括支援センター所長)

災害ケースマネジメントの普及啓発について

令和6年3月31日現在

２．災害ケースマネジメントの取り組み
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徳島県の取組みのなかに、「徳島県災害ケースマネジメント手引書」の策定について（2023年3月31日）
徳島県では、南海トラフ巨大地震や中央構造線・活断層地震などの甚大な被害が想定される大規模自然災

害の発生が懸念されており、被災者の早期の生活再建を図るためには、被災者一人ひとりに寄り添ったきめ
細やかな支援が重要です。今般、県及び市町村が民間団体と連携し、災害ケースマネジメントなどの被災者
支援を円滑かつ迅速に実施するため「徳島県災害ケースマネジメント手引書」を策定しました。
https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2023033100019/
https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2023033100019/files/Tokushima_DCMguidebook.pdf

公募型プロポーザル方式による企画提案募集「災害ケースマネジメント総括支援員研修実施業務」
徳島県においては、南海トラフ巨大地震や中央構造線・活断層地震などの甚大な被害が想定される大規模自
然災害の発生が懸念されており、「誰一人取り残さない被災者の早期の生活再建」を図るためには、避難所
運営や物資確保などとともに、被災者一人一人の被災状況や生活などの実情に即した支援を講ずることが重
要である。そのため、平時からの官民連携による被災者支援の体制が構築できるよう地域の被災者支援の担
い手に対し、災害ケースマネジメントを統括できる人材として育成する研修を実施する。

→この事業において、ノウハウ移転先の「一般社団法人さいわい」が実施団体に採択される。

休眠預金（通常枠）事業成果

２．災害ケースマネジメントの取り組み
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被災者、被災世帯の状
況や希望に応じた支援
をすすめていく考え方
を「災害ケースマネジ
メント」といわれる様
になった。
しかしながら災害ケー
スマネジメントはそも
そも被災者の仮設住宅
から、生活再建をすす
めるための出口支援
だった。

２．災害ケースマネジメントの取り組み

出典：令和5年8月21日
内閣府「災害ケースマネジメン
トの取組について」
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災害ケースマネジメントの
出口支援の手法は東日本大
震災の仙台市の取り組みが
原点。

そもそもは仮設住宅から
次の住まいに転居する
ときに、４分類に区分
し、被災した全世帯を
明確にし、支援が必要
な世帯に注力をかける取
り組みからはじまる。

この図でいけば、日常生
活に不安があり、住ま
いの確保も難しい被災
者に対し、丁寧な支援
をすすめた。

２．災害ケースマネジメントの取り組み

出典：令和5年8月21日
内閣府「災害ケースマネジメン
トの取組について」
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仙台市では生活再建支援
ワーキンググループとい
う名称で実施。

どの様な会議かといえば、

自治体の生活再建部署
の担当者、福祉部局の
担当者、見守り支援の
地域支え合いセンター
を担っていたPSCや仙
台市社協などが一同に
会し、定期的に先ほど
の４分類に分けた世帯
の進捗状況を確認しあ
う会議を続けていった。

２．災害ケースマネジメントの取り組み

出典：令和5年8月21日
内閣府「災害ケースマネジメン
トの取組について」
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③ 災害ケースマネジメントという考え方

結果として、仙台市は５年で仮設住宅供与期間を終了させる。
５年で終了させることができたことは、被災者生活再建プログラムで困難な被災者のケースを丁寧
に１件１件づつ、支援をし、被災者に寄り添ったかたちでの生活再建をすすめていっただけである。
急がば回れではないが、ほぼすべての被災者のケースを被災者生活再建支援担当課は把握していた。

災害ケースマネジメントケース会議
のイメージ図

被災Aさんの世帯
【社協】支え
合いセンター
として訪問し
た被災Aさんの
様子などを情
報共有

【PSC】被災Aさ
ん世帯の転居につ
いての相談内容と
希望などを情報共
有

PSC支援員

被災Aさん世帯のためのケース会議 【市】生活再建
についての意向
調査情報と市職
員（シルバー人
材センター）の
訪問調査情報を
共有

【区役所（福祉事
務所）】被災Aさ
んの世帯における
福祉制度活用に関
すること等を情報
共有

各情報を基に４分類にわけ、それぞれが取り
組むことを決め、次月会議までに進捗を報告。
仮設住宅退去するまで継続実施

社会福祉法１０６条の６
「支援会議」のイメージ
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PSCとYNFが内閣府
防災の資料に掲載され
たもの

２．災害ケースマネジメントの取り組み

出典：令和5年8月21日
内閣府「災害ケースマネジメン
トの取組について」
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西日本豪雨災害で甚大
な被害があった愛媛県
宇和島市の事例

災害ケースマネジメン
トという言葉を知らな
いの状況化において、

被災した市民にお詫
びをしながら、宇和
島市の福祉部局がヒ
ヤリングをし、ひと
りひとりをアセスメ
ントしたときの取り
組み資料

（※１１月２６日登米
市災害ケースマネジメ
ント研修会の岩村正裕
さんの資料）

２．災害ケースマネジメントの取り組み

KCSDZ
テキスト ボックス
13



宇和島市が災害ケース
マネジメントという言

葉を知り、被災者を４
分類にした資料

（※１１月２６日登米
市災害ケースマネジメ
ント研修会の岩村正裕
さんの資料）

２．災害ケースマネジメントの取り組み
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宇和島市の事例

復興がすすむなか、
平時における地域ケ
ア会議に災害をテー
マにし孤立・孤独問
題を考えた宇和島市
の取り組み資料

（※１１月２６日登米
市災害ケースマネジメ
ント研修会の岩村正裕
さんの資料）

２．災害ケースマネジメントの取り組み
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宇和島市の仮設住宅退去後、地域のつながりを
強化した宇和島市の取り組み資料

（※１１月２６日登米市災害ケースマネジメント研修会
の岩村正裕さんの資料）

２．災害ケースマネジメントの取り組み
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（※１１月２６日登米市災害ケースマネジメン
ト研修会の岩村正裕さんの資料）

宇和島市は「わが丸」から被災者支援を経て、「重層的支援
体制整備事業」に移行し、地域力が高めていった

２．災害ケースマネジメントの取り組み
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宇和島市は西日本豪雨災
害を経て、災害ケースマ
ネジメントの考え方から

最終的に平時における
宇和島市の課題である
少子高齢化、人口減少
社会にも対応するプ
ラットフォームを作り、
重層のみならず居住支
援協議会、孤立・孤独
対策にも広げている取
組み。

（※１１月２６日登米市災害
ケースマネジメント研修会の岩
村正裕さんの資料）

２．災害ケースマネジメントの取り組み

地域共生社会を実現し
ていると思われる。
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一部損壊 準半壊 半壊 中規模半 大規模半壊 全壊

持ち家で応急修繕のお
金以外に修繕費を捻出
できない人

お金あり

お金なし

半壊以上の罹災判定であれ
ば公費解体で立て壊せば、
仮設住宅に入居でき、災害
公営住宅にも入居できるし、
生活保護でも受給可能

自立再建（新築、中古住宅購入など）

自力再建（修繕など）

仮設住宅入居可

現状福祉で対応化

福祉でも対応が難しい
在宅被災者

３．現状の課題

賃
貸
の
人
は
福
祉
で
対
応
可

大規模な災害において
は、被災者に寄り添う
ための地域支え合いセ
ンターが設置される。
ただ見守り訪問はでき
るけれども、被災者支
援制度を学んでいない
ために生活再建の相談
に対応できていないの
が状況。

福祉は資産がない人た
ちへの対応は可能だが、
価値のない資産でも資
産がある人への対応が
難しい。

専門家（建築士、弁護
士）を被災者につなぐ
ソーシャルワークは可
能だが、それも平時に
士業とつながりをもっ
ている一部のワーカー
に限られている。

罹災証明判定

資
産
の
有
無

現状において支援が難しい被災者
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３．現状の課題

〇 石川県被災高齢者等把握事業を実施し、老健局は日本ケアマネ協会を、社援局障害福祉部は日本相談
支援専門員協会の職能団体を現地に派遣。能登5市町の在宅被災者や要支援者の安否確認・訪問等を災害
支援NPOと連携して実施した。残念ながら資格になっていないためなのか、社会・援護局から生活困窮の
自立相談支援員へ派遣依頼がなかった。

〇 重層的支援体制整備事業と災害支援の親和性が高いなか、毎年どこかで大規模な災害が発生するなか、
愛媛県宇和島市や愛知県岡崎市の様に平時の地域づくり（重層の枠）のなかに災害支援の要素を入れ込ん
でおく必要があるのではないか。

〇 被災者からの生活再建相談において、スタートは「住み慣れた自分の家を修繕して住むことができる
のか？」という率直な疑問を専門職からアドバイスをもらうことなしに、前には進みにくいため、平時か
ら建築士や弁護士との連携の仕組みをつくりあげておく必要がある。すでに重層の仕組みや困窮の仕組み
で士業連携を実施している自治体もあるし、仙台のPSCでも平時の枠組みで実施（弁護士、司法書士、建
築士、宅建士、臨床心理士などが１人の相談者の相談に応じるなんでも相談会の仕組み）している。平時
にできていないことは、災害時にほぼできないので、平時に取り組んでおく必要があるし、「今後の見通
しがたたない」という理由の災害関連死を予防する効果があると思われえる。

〇半壊と準半壊の判定差が受けられる支援の差が極めて大きいため、準半壊以下の生活再建支援は何もで
きない状況にあり、YNFなどのNPOが完全にボランティアで応急修繕の費用額ではねん出できないところ
を寄付等を活用し修繕している実態があり、ここは何等かの改善をすすめなければならないのではないか。
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３．現状の課題

〇 被災者の支援制度は平時の福祉制度の延長線上にある。ただ被災者支援制度（災害法制）を学ぶ
機会がないために、被災者からの生活再建の相談に対応できないのが現状である。社会福祉士などの
福祉専門職が被災者支援制度を学ぶ様な仕組み（試験科目にいれる）に変えていくか、様々な相談支
援機関に被災者支援制度を学ぶ機会（基礎研修等にいれこむ）をつくる様に仕組みにする必要がある
のではないか。特に参考となるのが、永野海先生の「被災者生活再建支援ゲーム」を実施し、罹災証
明に対し、被災者がどの様な支援を受けられるのかを学んでおく機会が必要ではないか。

出典：永野海先生のHPひさぽより

〇能登半島地震の被災地においては、そも
そも持ち家率が高く、住宅ストックが少な
いなか、公費解体が進み、修繕すれば住め
る家だとしても解体の方にながれているた
め、（支援者も支援するにも住まいがない
ため）空き家の利活用をうながすために空
き家調査をスタートさせようとしている。
空き家の問題は特定空き家のみならず、地
域の問題でもあるため、平時から災害時の
ことを想定し、空き家についての取り組み
も地域づくりの１つとして仕組みとして位
置付ける必要があるのではないか。
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